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相続税の基礎控除引き下げと相続対策の一環としての生前贈与 

 
贈与税 

1.暦年贈与 
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2.相続時精算課税制度 
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■ 教育資金の一括贈与 

贈与者から 30歳未満の受贈者へ授業料等の教育資金の一括贈与が行われた場合、

金融機関との一定の契約や手続き等を行うことで、原則として上限 1,500 万円の

贈与額に対する贈与税が非課税となる制度です。 

 

 

○ 祖父母（贈与者）は、金融機関に子・孫（受贈者）名義の口座等を開設し、教育資

金を一括して拠出。この資金について、子・孫ごとに 1,500 万円を非課税とす

る。 

○ 教育資金の使途は、金融機関が領収書等をチェックし、書類を保管。 

○ 孫等が 30 歳に達する日に口座等は終了。（その際に使い残しがあれば贈与税

を課税） 

○ 平成 25年４月１日から平成 27 年 12 月 31 日までの３年間の措置。 

〇 学校以外の者に支払われるものについては、500 万円を限度とする。 

〇 贈与者の死亡前３年以内に教育資金の一括贈与が行われた場合であっても、

その贈与された金銭等の価額は相続税の課税価格に加算されない（３年内贈

与加算の適用除外）。 
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■ 結婚・子育て資金の非課税贈与 

祖父母や両親が 20 歳以上 50 歳未満の子・孫(受贈者)名義の金融機関の口座等に、結婚・

子育て資金を一括して入金。この資金を 1000 万円まで非課税にするといったものです(た

だし、結婚資金の上限は 300 万円)。実際、両親や祖父母が入金した後は、利用する子また

は孫は、必要に応じて、領収書をその金融機関に提出すると、かかった資金分だけが振り込

まれるというもの。使途が決められているので、他のことには使えないので、無駄遣いをす

るといった心配もありません。 

 

  

◎ 対象となる費用： 挙式費用、新居の住宅費、引っ越し代、不妊治療費、出産や

産後ケアの費用、子供の医療費や保育費 

◎ 契約終了となる場合： 

①もらう人が 50 歳になった。 ②もらう人が死亡した。 ③残高がゼロになり終了

の合意があった。 

※ 終了時残金があった場合は、その金額に応じて、贈与税が加算されます。 

※ 途中で贈る人が無くなったら、亡くなった時の残金を贈る人の相続財産に加算

する。 
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■ 住宅取得資金贈与非課税制度 

父母や祖父母などの直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けると、そのうち

一定金額まで贈与税が非課税となる特例があります。 

 

 

■ 居住用不動産の贈与の配偶者控除 

  配偶者控除の適用要件 

① 婚姻期間が 20年以上であること 

② 今までに配偶者控除を受けていないこと（同一夫婦間で１度だけ） 

③ 贈与財産は、居住用不動産又は、居住用不動産の取得資金のいずれかであること 

④ 贈与を受けた年の翌年3月15日までに贈与された（又は取得した）居住用不動産を 

居住の用に供し、その後も引き続き居住する見込であること 

⑤ 贈与税の申告をすること 
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